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This paper examines the change in the internal labor market of 
American home delivery enterprise in 90’s. It is four labor contracts 
-75 (75）一
agreed between United Parcel Service and The International Brotherhood 
of Teamsters to examine. According to these case studies, competition 
has been forced more on the employee than in former times. After al, 
its union accepted competition in the workers, and UPS grew to be an 
enterprise having the competitive internal labor market. 
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はじめに一課題の設定と限定一
周知のように90年代のアメリカ経済はそれ以前の停滞の時代から脱し，景気
拡大の波に乗った。そうした景気拡大と伺時に進行したのがアメリカの経済シ
ステムの変容であったとされる。そしてこのアメリカ経済の変容の中身として，
例えば有泉（2001）は， 1.コーポレートガパナンスの変容， 2.企業の組織
革新・経営革新， 3.戦後の内部労働市場の諸慣行の破壊，をあげ， とりわけ
3の内部労働市場における諸慣行の破壊の重要性を指摘している。有泉はこの
内部労働市場の諸慣行の破壊によって内部労働市場が衰退し，それがアメリカ
の労働者内部に典型的労働者とそれ以外の稼得階層に格差の拡大をもたらした
とした。
確かにアメリカ経済は， 90年代に活況を呈する中で労働者間の格差は拡大し
た。これは事実である。また衰退かどうかは別にしても内部労働市場に何らか
の変質が生じているのではないか，と思わせるデータは少なくない（！）。しか
しそうしたデータをもってしでも，必ずしも内部労働市場の変質の実態と方向
性を確定することは難しい様に思われる。なぜなら内部労働市場は，金業内に
おける雇用に関わるいくつかのルールの組合せからなるいわば操作概念であ
り（2），それが変質をとげつつあるとすれば，如何なるルールが如何なる方向へ
向かつて変質しつつあるのかをひとつひとつ検討・確定する作業が不可欠だか
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らである。
本稿はこの20年ほどの聞に 大幅な規制緩和が行われ，その結果急速な市場
規模の拡大がなされたアメリカの運輸・宅配産業のトップ企業を事例として取
り上げる。そこでの内部労働市場が如何なる要素から構成され，如何なる変質
を遂げたのか，それが労働組合と労働者にとってどのような意味を有するのか
という点を， 1990年から2002年までのUPS(United Parcel Service）ー チー ム
スター（TheInternational Brotherhood of Teamsters）労組問で締結され
た労働協約（3）を取り上げて検証する。
後に詳しくみるように， UPSはアメリカ国内で最大の宅配便企業であり，今
日ではほぼ全世界に宅配ネットワークを作り上げている。このUPSの内部労働
市場の枠組みの大半を規定しているのが，労使合意による労働協約である。従っ
て内部労働市場が変質したとすれば，それに労働組合がどのように関与し，組
合員はそれをどのように見ているのかは無視しえない視点なのである。
一方まことに興味深いことではあるが，アメリカ経済の隆盛のもとで，アメ
リカの労働運動は守勢にたたされながらも，しかし，ナショナルセンターであ
るAFL-CIO（アメリカ労働総同盟産業別組合会議）レベルでは組織化を中心
に成果をあげ（4），さらに個別企業組合関係に着目すると，組合の主張を実現
させる一方，企業業績も伸びているという事例もみられる。これは例えばD・
M・ ゴードン（1996）の議論に従えば労使関係や雇用管理において「ハイロー
ドJの途を歩んだ企業ということになる。本稿で取り上げるUPS－チームスター
労組もどちらかといえば，その1つに含められよう。
1. UPSの企業活動と組合組織
はじめにUPSの企業活動とそこにおける組合活動について，一瞥しておくこ
とにする。それはUPSが単なるアメリカ宅配便業界の一企業として存在すると
いうよりは，明らかに宅配便業界を代表する企業であり，かつUPSの従業員を
組織化する組合が，アメリカの民間組合としては最大の勢力を有しているチー
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ムスター労組であり，かつチームスター労組内において唯一の単独交渉単位
(Single Bargaining Unit) (5lであ石こと，この点を考慮するなら， UPSにお
ける内部労働市場とそこにおける組合活動を取り上げることが，事例研究とし
て一定の意味を有することが理解されると思うからである。
(1）競合他社と比較したUPSの業績
まずUPSの小口貨物の取り扱い量であるが， 1日平均で1,360万個，これは
国際宅配便大手のアメリカフェデックスの210万個，日本の宅配便最大手のヤ
マト運輸の同270万個をはるかに上回る量である。またUPSの企業規模をいく
つかの側面から，先のフェデックスおよびヤマト運輸と比較してみると，社員
数はフェデックスの14.4万人，ヤマト運輸の10.0万人に対し， UPSは36.0万人，
配送車両はフェデックスの4.5万台，ヤマト運輸の3.5万台に対し， UPSでは8.8
万台といった具合であり（いずれも2001年段階），アメリカ国内のみならず世
界的にみてもUPSの企業規模の大きさが理解できる。
さらに90年代後半以降のUPSの売上高，純利益の時系列推移をみると，圏内
外の競争が激化していることを反映して2002年は売上高，純利益とも苦戦して
いるが，総じてみれば90年代後半から2000年にかけて比較的順調に推移してい
る。そしてこのうち2001年を例に先の3社聞で売り上げを比較した場合， UPS
の円換算（ 1ドル＝135円，以下同じ）売り上げは4.13兆円，これに対しフェ
テ寺ツクスは2.78兆円，ヤマト運輸では0.78兆円といった差が生じている（6）。
こうしてUPSが，アメリカの宅配便産業において代表的企業であることがわ
かる。ただ業界内における今日の優位性は明らかであるとしても，宅配便業界
は圏内的国際的にみても，競争が激化しており，しかも顧客のかなりの部分が
一般消費者であるがゆえに，その顧客としての定着性は決して安定的ではない。
これらのことが，企業としての優位性を長期に亘って保つことを困難にしてい
ることも事実である。
そうした宅配便業に本質的に伴う不安定性をカバーしなくてはならない故に，
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宅配便各社は，他業種以上に絶え間ない競争力の維持策を取っている。 UPSの
場合でみれば，同社はかつて‘科学的管理法’を運輸業界で最初に導入した企
業であった（DanLa Botz, 1990, p208）。さらに‘チームスタイル’をやはり
運輸業界で最初に導入した企業でもあった（LaborNotes①， pl2）。これらは
いずれも職場レベルの職務の質の向上と効率化をめざすものであるが，今日で
は高度なIT化に基づいた業務処理の導入はもとより，そうした業務の効率化が
一面貨物の在庫管理的側面を有することから 単なる小口貨物の配送からサプ
ライチェーンマネージメント（SCM）と称する受発注から在庫管理，物流ま
でを総合管理する関連サーピスまで業務を拡げている（7)。この点にあえてふれ
るのは，職場レベルの業務処理がこのように高度化することによって，そのた
めの人材確保と管理の重要性が従来にも増して高まっていることを強調したい
からである。
(2) UPSにおける人材管理
実際以上のような業務処理の多様化と高度化は， UPSにおける人材管理の重
要性をより体系的かつ綴密なものにすることを．要請しているように思える。加
えていうまでもなく，人材管理は内部労働市場のあり方を検討する上で，きわ
めて重要な要素である。
そこでUPSが人材に関してどのような考え方を有しているのか，いくつかの
資料からみてみよう。まず同社のホームページでは 次のようにコメントして
いる。「UPSは，自社の最も価値ある資産は忠誠心あふれる，能力の高い人材
であると考えています。 UPS従業員の献身さは，長い間守られてきた2つの企
業方針，つまり，従業員のオーナーシップとトレーニングを通じて培われたも
のです。 UPSの株式は，主に， UPSの管理職と従業員が所有しており，このこ
とが，サービスの向上につながります。一中略－UPSは，当初より， トレー ニ
ングに全力を傾けてきました。ジェームス・ E・ケティ・スカラーシップ・プ
ログラム， UPS基金， 40人の管理職及び監督者が毎年一ヶ月の共同生活研修に
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参加するUPSアーバン研修プログラムを含め，創始者たちが始めたトレーニン
グ活動は，続けられていますJ(8) 
このようにUPSの人材管理方針の柱が，企業への忠誠心と能力の高さにある
ことは明瞭である。では何故，この様な強度の忠誠心と高い能力が求められる
のであろうか。いうまでもなく企業が人材，特に中核的な人材に対してそうし
た質を求めてくることは，むしろ当然のことであろう。だがUPSの場合，中核
的な人材に対してだけではなく末端の従業員に対しでも強く求めている。その
理由の一端は，先に紹介したホームページ上の企業紹介に一部ふれられている。
すなわちUPSの業務を紹介している「配送Jの項では，次のように述べている。
「各UPSドライパー は， 1日最大500個の荷物を配達します。このような大量の
貨物を確実に取り扱うには，慎重な計画とチームワークが欠かせません。ハブ
において配達のために荷物を積むときは，配達するのと同じ順序で，積み込ま
れます。このプロセスを『プリロード』と呼びます。ドライパーごとに特定の
ルートと割り当てられた荷物を近い順番に配送することにより，できるだけ短
期間に，かつ効率よく自分のルートをまわりますJ(9）。文中の「配達するのと
同じ順序で積み込まれるJは言葉にすると簡単で、あるが，それは担当者が，必
ずしも住居番号通りではない配達順を「組立てJ（叫られなければできないこと
であり，地域特性（例えば子ども・老人が多く居住し，それに起因する事故が
多い等）に加えて，流動的で些細な地域事情を熟知していることが前提である。
それは一種の熟練である。その意味で上の文章は，配達業におけるチームワー
クと従業員の一定程度の熟練の重要性を指摘しているのである。このチームワー
クと一定程度の熟練が必要であるからこそ， UPSは末端の従業員に対しでも企
業への忠誠心と高い能力を要請していると思われる。
(3) UPSにおける組合組織と活動
次にUPSにおける組合活動についてみてみよう。周知の様にアメリカの組合
は，産業別組合ないし職種別組合が中心であり，日本の企業別組合とは組織形
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態が大きく異なる。 UPSを組織化しているのは，既述の様にチームスター労組
であるが，その名が示すように元来は貨客馬車の御者の組合であった。今日で
は長距離トラック便のドライパーを中心としつつも， UPSの様な宅配便のトラッ
クドライパー，さらには倉庫業など物流に関わる多様な業界，職種を組織化し
ている。組合員数は2001年で150万人， 2003年の最も新しいデータでは140万人
で，これはナショナルセンターであるAFL-CIOに属する組合としては最大で
ある（11）。
そこでUPSにおける組合組織であるが，日本の様に企業別組合ではないので，
UPSをひとまとめにする組織は存在しない。ただチームスター労組の組織の 1
部局としてPercel&Small Pakage Divisionがあり，この部局がチームスター
労組内におけるUPS代表ということになるが，ただこの部局が機能するのは協
約改定期のみである。アメリカでは労働組合がある企業においては，例えば賃
金や労働時間といった企業内でほぼ共通する基本的労働条件は労働協約に明記
されるので，労働協約こそが組合員にとって最大の関心事である。そうした中
でDivisionが担っているのは組合員に対する情報伝達や広報機能，そしてコン
サルタント機能であり，交渉そのものはチームスター本部が交渉代表チームを
作り，対応している（叫。
そこでチームスター労組が組織化しているUPSの従業員の範囲であるが，
Divisionの規約の中で組織化対象職種という形で明記されている。すなわち①
Package Car Drivers ②1Air Drivers ③Feeder Drivers④Part司TimeLoaders, 
Unroaders and Clarksといった職種である（叫。これらの職種はいずれも集荷
や宅配に関わる現場作業を担う職種であり，従ってUPS－チームスター労組問
の協約は，現場関連職務に関する各種ルールを定めたものであることがわかる。
よって本稿で扱うUPSの内部労働市場は，事務管理部門ではなく，もっぱら現
場職域のそれということになる。
では職場で日常生じる様々な問題と組合との関わりであるが，これはUPSの
ほぼ支店ごとに設定されているローカルユニオンとそれらローカルユニオンを
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括った3つのリージョン（セントラル，ノース サウス）に設置された苦情処
理機構（GrievanceProcedure）を通じたやりとりが中心である。従ってこの
苦情処理が組合員と組合との最も頻度の高い接点である。もちろんこの苦情処
理の仕組みは，労働協約の中に詳細に規定されている。
2. UPSの内部労働市場の成り立ちと労働組合一90年労働協約よりー
そこで次にUPSの内部労働市場の成り立ちと，それに対する労働組合の見方
を検討する。ここで取り上げるのは， 1990年にUPS－チームスター労組問で締
結された労働協約（theNational Master United Parcel Service Agreement) 
である。そして次章では2002年，すなわちほぽ10年経過した後の協約を取り上
げる。この10年間は，いうまでもなくアメリカ経済が好調に沸いた10年であり，
有泉の指摘では内部労働市場の諸慣行が破壊された10年である。
さて有泉は，内部労働市場は3つの要素から構成されるとしている。すなわ
ち①終身雇用 (lifetimejob），②企業内部での技能形成と内部昇進制度，③
外部から相対的に隔離された企業内賃金構造，である（有泉， 2001,77頁）。
以上の3つの要素は，内部労働市場を成りたたせている構成要素としてほぼ納
得できるものであるが，ただ①の終身雇用は，言葉の意味としては，長期安定
雇用を前提とした雇用保障（jobsecurity）であろう。そこで以下では①を雇
用保障と読み替え，この3つの構成要素を指標に， 1990年締結の労働協約から
見えてくるUPSにおける内部労働市場の枠組みを描くことにする。
( 1)雇用保障
①年金制度
日本で長期安定雇用といえば，制度的には契約期間の定めのない雇用契約と
企業内における定年制の規定をもって，その存在を指摘するのが通常であろ
う（14）。いうまでもなく定年制は，基本的には定年までの雇用の保障と定年以後
の雇用の打ち切りを意味する。日本では前者に着目して雇用保障の制度的内実
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と考える。これに対してアメリカでは後者に着目し，それは一定年齢到達によ
る解雇と解され，「雇用における年齢差別禁止法J(Age Discrimination in 
Employment Act）に照らして年齢による差別，すなわち法令違反となる。
ではアメリカにおいては 制度的には何が長期安定雇用という形の雇用保障
をもたらすのであろうか。この点について宮坂（2001)は，アメリカでは解雇
の自由を保障する「任意雇用jが諸々の制限を付加されることによって浸食さ
れ，戦後数十年にわたって「良好なジョブ・パーフォーマンスの見返りして長
期の雇用を『保障』されていたJ( ＝フォーディスム社会契約）いたが， しか
し近年のダウンサイジングを目的とした大規模な人員削減が実施されるもとで，
そうしたフォーデイズム社会契約が新たな社会契約にとって代わりつつある。
すなわち新たな社会契約とは「従業員が外部労働市場において強い競争力を持
ち得るよう仕事上のスキルを使いこなし，それを高めるような機会を提供するJ
ことによって，すなわちエンプロイパビリティを企業が保障することによって
企業間移動を容易にし，結果的に「雇用が保障されるようになってきたjと述
べている。
以上の宮坂の指摘は，「判例法」による雇用保障が，ダウンサイジングによっ
て浸食され，個別企業内における雇用保障に関していえば，弱まりつつあると
いう指摘である。
では本稿で取り上げるUPSに関しては どうであろうか。もちろんじPSの雇
用保障自体は，本稿全体で明らかにすべき課題であるが，その点でまず留意さ
れるべきは年金制度である。すなわちアメリカでは個々の企業独自の，ないし
は組合独自の，そして企業と組合合同等々多様な形態の年金制度が存在する。
いうまでもなくいかなる年金も，年金支給開始に要する保険料払い込みの満期
期間が設定されるが，その満期期間まで勤務を継続することが年金獲得のため
に求められることになる。従業員からすれば満期到達になれば，老後保障とい
う面で企業からの離脱は自由であり，かつ企業からすれば満期までの従業員の
定着はかなりの確度で見通せる。ただし周知のようにいわゆる401(K）年金は，
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企業聞の移動に対応した企業年金制度であり この制度の場合は企業への定着
との結びつきは相対的に希薄になることが予想される。
そこでUPSの場合であるが， UPSでは他企業と合同，かつ組合と共同運用の
年金制度（CentralStat田 PensionFund）及び組合とUPS合同の年金制度
(The UPS Pension Plan），そしてこれもチームスターとUPSが共同で運営し
ているいわゆる401(K）年金（Teamstar-UPSNatinal 40l(K)Tax Deferred 
Savings Plan）の3つがあるが，このうち 2番目の年金制度の改正が，組合
の要求項目の1つに挙げられていた。すなわち旧協約では満期が30年であった
が，それを25年に短縮する要望である（CentralStates Pension Fund iま25年
と30年の選択制）。その理由は運輸業界の仕事がハードなものであり，勤務中
の災害が少なくない。そこでフルタイム従業員の多くが早めの受給を希望した
訳である（回。 90年協約ではこの要望は受け入れられ，「25年満期の年金」が実
現している。この25年満期の到達は，ほほ日本での定年到達と閉じ意味を持つ
が，退職を強要されないという点で，従業員にとっては選択の幅が日本よりは
るかに広い。しかしいずれにせよ，この年金制度は，企業，従業員双方にとっ
て，長期勤続への期待（企業）と志向（従業員）をもたらすと考えてよいであ
ろう（同。
②レイオフと先任権
だだし以上のような年金制度があることによって，長期雇用への期待と志向
があると言っても，そのこと自体は長期雇用の保障を意味している訳ではない。
むしろアメリカの雇用慣行をみていく際に いわゆるレイオフ及び先任権の制
度が無視できない。いうまでもなく先任権は，先に雇用された者ほど雇用保障
が強くなる制度であり，レイオフは企業（又は事業所）業績の悪化に際して，
先任権（の規定があれば）順に一時解雇され，また業績の回復に伴って，これ
また先任権順に呼び戻される（リコール）という制度である。しかし近年この
レイオフは必ずしも呼び戻しを伴わない事例がしばしば指摘されており (17）＇正
にレイオフはアメリカの労働者にとっては長期雇用を脅かすものとなる場合が
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少なくない。そうである以上労働協約がレイオフをどのように規定している
のかは，内部労働市場をみていく上で大きなポイントなる。
90年協約では，レイオフは先任権の規定の一部として登場する。すなわち
「レイオフに際して当該のフルタイム従業員は，センターに残るために，資格
を有している職務であれば，どのような職務であっても，その職務で最も低い
先任権のフルタイム従業員と入れ替わることができる。．．、従業員が1週間，
またはそれ以上レイオフされていた場合，次の月曜日にその従業員はローカル
ユニオン内の他のセンターにおいて最も先任権の低い労働者と，有資格であれ
ば入れ替わることができる」（付則第3条第5節）。さらに同条第7節では「レ
イオフされたフルタイム従業員は 先任権に従って 1週間ごとに1人ないし 2
人のパートタイム従業員の仕事を レイオフの期間中 より全体的な会社の先
任権規定のもとで行うことができる。・・・その場合 フルタイム従業員は当
該の職務の通常の賃率の3時間分が保障されるのに加え，すべての付加給付も
保障される。もしレイオフされた従業員がパートタイム従業員と入れ替わる権
利を行使せず，レイオフを選択した場合，当該の従業員は失業給付の対象従業
員とみなされるjと述べている。
以上の協約の規定からわかるのは，フルタイム従業員とパートタイム従業員，
先任権の長さ（強さ）の組み合わせによる雇用保障の明確な序列である。最も
雇用の保障が厚いのは，強い先任権を持ったフルタイム従業員であり，最も雇
用保障が弱いのは，先任権を有しないパートタイム従業員である。その結果，
もしUPSの従業員が年金受給までの雇用の保障を得たいと考えるならば，先の
序列の階段を少しでも高く登ろうとするであろうことは容易に想像される。
UPSにおいて，レイオフをめぐってのフルタイムとパートタイムの先任権の
強さの違いは，単に＜企業業績の悪化に際して先任権順に一時解雇され，また
業績の回復に伴って，これまた先任権順に呼び戻される制度＞といった以上の，
いわば深く内部化された雇用制度のあり方を示しているのである（則。
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(2）企業内技能形成と内部昇進制度
次に企業内技能形成と内部昇進制度についてみてみよう。ただ先にふれた様
に，本稿で扱うUPSの内部労働市場は，現場職域のそれであり，職務の種類も
限定されている。そうであるがゆえに．協約では直接昇進に関わる文言は見受
けられない。ただそれに近いものとして，パートタイムからフルタイムへの移
動が規定され，さらに職務聞の移動も規定されている。なおスーパーパイザー
への昇進がUPSのホームページ上で扱われているので，昇進に関してはそこも
みておくことにする。
ところで職務に関して2つの点で留意が必要である。まず第ーに職務にはもっ
ぱらフルタイムの従業員で構成されている職務と，もっぱらパートタイムの従
業員で構成されている職務とがあり，前者はパッケージカードライパー，エア
ドライパー，フィーダードライパーなどであり，後者はローダー，アンローダー，
クラークなどである。また第二にいずれの職務においても職場の種類や立地条
件等によって，恒久的職務（PermanentJob）とそうではない職務がある
（付則第1条第1節），という点である。従ってパートタイムからフルタイムへ
の移動は職務の移動を伴うのが一般的であり，また恒久的職務へのそうでない
職務からの移動はもっぱらフルタイム従業員を対象に規定されている。さらに
技能形成は，職務の移動に際しての資格の付与という形でふれられている。
①パートタイム職務からフルタイム職務への移動
パートタイム職務からフルタイム職務への移動は，その人数をめぐって90年
以降，毎回の協約改訂交渉において組合側の要求項目となっている。それだけ
雇用の安定を求めるパートタイム従業員にとっては，重要な問題であることが
わかる。
さて協約では第22条「パートタイム従業員」の各節において規定がみられる。
まず第2節では現行フルタイム職務のパートタイム化に制限を加える規定があ
り，さらに第3節ではフルタイム職務を作りだす努力をすることを会社に求め
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ると同時に，その結果パートタイム職務数が削減されたり，当該の従業員がレ
イオフされることはない，と規定している。その上で同第4節ではパートタイ
ム職務からフルタイム職務への移動を次のように規定している。「社外から 1
人分の雇用として3人のパートタイム従業員を雇用する場合．その前に社内の
パートタイム従業員はフルタイム職務をうめる機会を与えられる。 ・・・ 1年
ないしそれ以上の先任権を有するパートタイム従業員は， 10月から12月までの
期聞を除いて毎月同じ建家の別のシフトの空きや新しい業務を選ぶことができ
るJ。
以上の規定から読み取れるのは，パートタイム従業員が希望した場合のフル
タイム職務への移動の機会の保障である。しかしこれはあくまでも「機会Jの
保障であって，移動の保障ではないことがポイントである。だからこそ先任権
順を高める努力を従業員はすることになろう。
②職務の移動と資格，昇進
まずフルタイム従業員の恒久的職務への移動である。すなわち付則第8条で
は「6ヶ月ないしはそれ以上の先任権有する有資格のフルタイム従業員は， 11
月と12月を除いて恒久的業務の空席と新たに設置された恒久的業務を選択する
ことができる。・・・空席は先任権を持つ従業員が入札（bid）して満たされ
る。もし空席が当該の職務の従業員によっては満たされない場合，入札はセン
ター内のすべての従業員に開放され，空席は先任権を持つ従業員によって満た
される」。
上記の移動では，「資格jの有無が条件となっている。協約ではこの資格に
ついてはまとめて記述している部分がないので，その全体像を協約から知るこ
とは難しいが，例えば先任権に関する規定の中で，フルタイム従業員のレイオ
フに際して「従業員がいかなる職務に関しても資格を有していない場合には，
5日経過後の次の月曜日 自動車部門保守 フィーダードライパ一等を除い
て建家内で最も先任権の低い従業員と入れ替わることができる。そして入れ替
わった従業員は，その職務の資格を得るために30日が与えられる。センター内
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で訓練することを選択した従業員が，何らかの理由でそれを辞退した場合は，
訓練期間として等しい待機期聞が付与される。すべての従業員は，選んだ職務
を果たすために資格を得なければならないJ（付則第3条第5節）。この規定は
パードタイム従業員にも適用され，同条第12節ではパートタイム従業員のレイ
オフに際してより低い先任権のパートタイム従業員との入れ替えのためには有
資格でなければならないことが記されている。
ではこの資格を得るには，どの程度のトレーニングが必要なのであろうか。
先の規定では30日が設定されていた。実は前項でみたパートタイムからフルタ
イムへの移動では，やはり30日間のトレーニング期間が設定されており（付則
第3条第10節），通常はほぼ1ヶ月の訓練期間となっているようである。ただ
しトラクターやトレーラーといった大型車両の運転の場合は「トラクター， ト
レーラーの従業員になるために資格取得に関心のある従業員は，その旨を会社
に通知する。従業員は先任権順に必要な時間に確保された会社のトレーニング
プログラムへの参加が許される。トラクター， トレーラースクールに参加する
資格を得るには，当該従業員はスクール参加申し込み以前1年間のUPSでの無
事故ドライブを要する。トラクター， トレーラースクールの終了に際して，会
社はトラクター， トレーラーを運転する資格があるかどうかを決定する」（付
則第3条第14節）と規定され， トラクター ， トレーラーの資格付与が他の職務
よりは厳密であることが感じられる。
こうして職務の移動に際しては，資格の有無を要件とする技能の一定程度の
査定があることがわかる。しかも資格の内容は職務によってレベルに差がある。
そしてさらにこうした職務の移動が，先任権と資格の組合せによってなされる
ということは， UPSの現場職域では上位職務への移動が内部登用による場合が
多いということも示唆していると思われ，興味深いところである。
以上の様に，パートタイムからフルタイムへの移行，及びフルタイム職務聞
の移動がともに先任権と資格の組合せのもとで，基本的に内部登用で充足して
いこうという姿勢が特徴的である。
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(3）賃金
賃金を内部労働市場の文脈でみていく際には，既にみてきたように外部労働
市場の需給変動から相対的に隔離された企業内賃金構造が形成されているかど
うか，がポイントになるが，これには2つの側面が考慮されるべきであろう。
第1は，外部労働市場の需給から隔離されるといっても，賃金水準面では外部
市場との均衡は，従業員の確保という点で，すなわち内部労働市場そのものを
成り立たせる上で必須で、ある。第2に，職務との関連，役職との関連，勤続年
数との関連で賃金様造がどのように構成され，さらにそれが先の職務の移動や
資格・昇進と知何なる関係を有しているか，という点である。
そこで具体的に90年協約における賃金水準をみていくが，実は賃金額そのも
のは地域によって，すなわちローカルによって差が生じている。いうまでもな
く地場の賃金水準に対応して，賃金水準は全国一律ではありえないということ
である。この点からすると， UPSの賃金水準は外部市場の相場との均衡を前提
とした水準にあり，その点で相場を著しく下回る水準は考えにくい。
第1表は， 90年協約締結後にニューヨークのローカル804で締結された労働
協約から賃金表を示したものである。同表からわかるのは，フルタイム従業員
は入社年度にかかわらず，基本的に同一労働同一賃金の考え方が適用されてお
り，他方パートタイム従業員は，入社年度によって賃金額が変化しており，長
期勤続者ほど賃金は高い。そしてフルタイム，パートタイムともに3年間の協
約期間中の賃上げが規定されており，これは3年後に生計費指数の動向によっ
て調整されることを規定している。
つまりUPSの組合員賃金は地域賃金との均衡が図られていること， 3年間の
将来に亘る賃上げが規定され，最終的には生計費指数による調整がなされるこ
とによって，先の第1の点はほぼクリアされるものと思われる。
また第2の点に関しては，パートタイム従業員，フルタイム従業員ともに長
期勤続者ほど賃金は高くなるが，パートタイムの長期勤続者とフルタイム従業
員と比べた場合でも，フルタイム従業員の賃金の優位性は明らかである。なお
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以上のように長期勤続者ほど賃金が高くなるのは，協約期間内における各年の
一律の賃上げが協約に明記されていること，及び偶々の従業員のパートタイム
からフルタイムへの移行などによるが，個人の賃金カーブをみると，結果的に
年功的賃金カーブを描くことになる（19）。
第1表従業員の賃金スケジュール（ローカル804)
フルタイム従業員の場合
職 務
カスタマー カウンタークラーク
ベルトマン
キャシャー
トラクター／トレイラードライパー
パートタイム従業員の場合
87年7月2日以前に雇用
8/1,90 
16.07 
16.37 
16.57 
16.82 
8/1,90 
14.57 
87年8月1日から88年 プレロー ダー 10.50 
7月31日の間に雇用 ソーター
その他 9.50 
88年8月1日から89年 プレロー ダー 10.00 
7月31日の間に雇用 ソーター
その他 9.00 
89年8月1日から90年 プレロー ダー 9.50 
7月31日 ソーター
その他 8.50 
8/1,91 
16.57 
16.87 
17.07 
17.32 
8/1,91 
15.07 
11.18 
10.18 
10.50 
9.50 
10.00 
9.00 
8/1,92 
17.07 
17.37 
17.57 
17.82 
8/1,92 
15.57 
11.68 
10.68 
11.18 
10.18 
10.00 
9.50 
出典： CollectiveBargaining Agreement Between Local804 Internatinonal 
Brotherhood of Teamsters and United Parcel Service (New York). 
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さらに職種別に賃金額をみると，パートタイム，フルタイムとも格差がみら
れるが，その差は先のパートタイムとフルタイムの格差に比べればわずかなも
のにとどまっている。要するに賃金の段階的構成という点ではパートタイムと
フルタイムの聞で顕著なものであり，職種間では比較的少ない，ということに
なる。こうしたパートタイムとフルタイムの聞の賃金格差を持つ協約を組合が
最初に承認したのは， 1982年の協約改訂においてであったが（LaborNotes①， 
pl2），その後両者の賃金格差は拡大傾向にあった。
以上のようにみてくるなら， UPSの現場職域の内部労働市場は，単に「安定
的雇用関係と適合的なキャリアと賃金のシステムjないし「歴史的に見れば，
内部労働市場は企業と労働者を時々の市場の変動から生じるリスクや不確実性
から保護する役割を果たしていた」（有泉， 2001,78頁）という雇用保障的側
面だけでなく，同時にそれを実現させるためにかなりの程度競争的な色合いを
｛半った雇用と処遇のルー ルの組合せというべきであろう（四）。
(4）組合の見方
もちろん組合は，内部労働市場そのものについて意見を表明している訳では
ない。それが一穫の操作概念である以上当然である。しかし協約交渉の場での
組合の主張から，内部労働市場のあり方に対する組合の立場は比較的明瞭であ
る。交渉における組合の主張は既にふれてきた部分をも含め，要約すれば以下
の通りであるが，これは90年協約の改訂年である1993年において組合側から提
起されたものである。すなわち，
①パートタイム従業員とフルタイム従業員の間の二重賃率の解消。
②パートタイム従業員のフルタイム化によるパートタイム従業員の削減。
③25年満期の企業年金の実現。
④苦情処理をめぐる所得保障の実現。
細かい点の要求はこれ以外にもあるが大筋としては以上のごとくであった
（坂， 1995,59頁）。
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これらの要求の背景をみると，次のようなことが指摘できる。まず①の二重
賃率については， UPSにおいてはパートタイム従業員のウエイトは年々高まり，
1993年の段階ではUPSチームスター組合員（約16万人）の53%がパートタイム
従業員で占められている。この間UPSの営業利益は大幅な伸びを示しているが，
その利益の増のかなりの部分がパートタイム従業員の増加と二重賃率によって
もたらされていると組合は考えている。
②のフルタイム従業員のウエイト増の要求は，パートタイム従業員の増加に
よるフルタイムへの移動のチャンスの減少の是正を求めるものであった。ただ
しこの点は，パートタイム従業員の中にも微妙な思惑の違いが生じている。す
なわち大学生など元来短期的に収入を得る目的のパートタイム従業員も少なく
ないのであり，彼らはフルタイムへ移行することによる長期勤続はもともと求
めていない。従って賃金を引き上げることは望んでも，フルタイム従業員のウ
エイト増や25年満期の年金の実現への関心は薄い。
要約すれば，組合はパートタイムとフルタイムの間で利害関心の微妙なズレ
を伴いながらも，パート，アルバイトの間の賃金格差には反対で、あり，またそ
うした格差を残したままでのパート従業員の増にも反対である，ということで
あり，それは一言でいえば，従業員間の競争的環境の排除と安定的雇用の実現
を求めるものである。
そこで1993年の交渉結果であるが，先の組合側要求に即して示せば以下の通
りである。まず賃金であるが，パートタイム従業員，フルタイム従業員ともに
4年で2ドル50セントの上昇（各年50セントの上昇），及び基本賃金とは別個
に一時金を支給すること。年金では25年満期の年金の制度化。苦情処理では，
‘有罪が立証されるまでは無罪’の明文化等々である。こうした結果について
組合は比較的高い評価を下しているが（坂， 1995），残された問題も少なくな
い。すなわち賃上げについては率ではなく額の賃上げであることによって，パー
トタイムとフルタイムの賃金格差は多少とも縮小される。しかし格差そのもの
は解消されない。 25年満期の年金制度は 組合の要求通りである。しかし肝心
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のパートタイム従業員のフルタイム化によるパートタイム従業員とフルタイム
従業員のウエイトの変更は，みるべき成果がなかった，というよりはパートタ
イムとフルタイムの賃金格差が維持され，加えてウエイトの変更要求が通らな
かったことによって，会社側による更なる職場レベルでの競争的環境が強化さ
れうる素地を残したというべきであろう。
3. 10年後のUPSの内部労働市場
本章では現在のUPS－チームスター労組問の全国協約から， UPSの現場職域
の内部労働布場の状況を見ていくことにするが，その際90年代後半におけるチー
ムスター労組の動向，及び先にみた1993年の改訂の次の1997年における協約改
訂交渉の状況について一瞥しておく必要がある。
(1) 90年代後半におけるUPS－チームスター労組関係の推移
まずチームスター労組の動向であるが，同労総は90年の役員改選によって，
旧来の保守的（かっ内部腐敗的）役員体制を一新し，その活動方針も大きく変
えた。それは一言でいえば，ビジネスユニオニズ、ムと組合官僚制からの脱却で
あり，組合民主主義の徹底であった。そして企業に対しては対抗的姿勢を明確
にした（21）。その下で1993年， 1997年の全国協約改訂に臨んでいる。しかし後に
もふれるが， 1998年チームスター労組執行部は再び「守旧派J(Old Guard) 
が選挙の結果主導権を握ることとなり，この「守旧派jのもとで， 2002年全国
協約をめぐる会社との交渉が行われた。
以上見てきた1991年の執行部の交替から1998年の再度の執行部の交替と1990
年以降の協約締結状況を重ね合わせて示したのが，第2表である。
(2) 97年全国協約改訂内容
1993年の交渉結果については既に述べた通りであるが， 1997年の全国協約改
訂交渉では，組合側は約2週間の長期ストライキを行い，しかもそのストライ
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第 2表協約締結と組合の動向 ）内は年
年 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 
協約の 90年協約 93年協約 97年協約 02年協
締結 締結 締結 締結 約締結
執行部 執行部再選長期スト 執行部選挙違反
組合の
総入れ替え 改革派信任組合全面の疑いで再選挙
動向
勝利（97) 守旧派勝利（98)(91) (96) 
キがアメリカ国内だけではなく， UPSがヨーロッパ圏内に持つ関連企業の組合，
そして組合の国際組織の連携のもとで，その要求の大半を実現させた（担）。交渉
結果を箇条書きにすれば，次の通りであった（LaborNotes ②， pp.landl4）。
①業務の拡大による 1万人のフルタイム職務の創出，うち1000人のパートタ
イマーをフルタイム化。
②繁忙期以外の外注化は行わない。
③パート賃金の引き上げ。
④フルタイム賃金の引き上げ。
⑤共同年金基金からの離脱は行わない。
⑥チームコンセプトの導入は行わない。
⑦取り扱い貨物重量の会社側引き上げ要求は認めない。
さて以上の妥結内容から，本稿の視点である内部労働市場の動向に関わらせ
てどのようなことが指摘できるだろうか。
まず①はそれが実現されれば， 90年代に入って一貫して続いていたパートタ
イム従業員の増加に歯止めがかかる可能性がある。実はこの97年協約改訂をめ
ぐって，日本の組合において最も注目されたのはこの点であった。当時パート
タイム労働者の増加は日本でも著しいものがあり，それへの対応は日本の組合
にとっても無視できない課題となっていたからである倒。かっこうしたパート
タイム従業員とフルタイム従業員のウエイトの揺り戻しは，それが会社側の人
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材管理政策に必ずしも沿うものではない以上，内部労働市場における競争的環
境の維持という点では若干の後退をもたらす可能性は否定しえない。
②はいうまでもなく，フルタイム，パートタイムにかかわらず，従業員の雇
用の安定に寄与し，かつ職場問題に関する組合側の発言力を保つ効果を持とう。
③と④はその中身が問題であるが，パートタイム従業員とフルタイム従業員
の格差が維持された点で内部労働市場の競争的環境のベースは維持されたとい
うべきであろう。⑥のチームコンセプトの導入を認めないという点は，⑦とと
もに組合による職場規制の側面が明瞭である。
こうして総じてみれば， 1997年の協約改訂によって内部労働市場の枠組が大
幅に衰退したとは言えないまでも，その競争的環境の維持という点で多少とも
後退する要素があったというべきであろう。
ただし詳細は省くが， 90年協約に盛り込まれていた職務の移動，内部昇進，
賃上げ以外の賃金等の規定自体は93年協約， 97年協約においてもほとんど変化
ないまま，推移している。
要するに97年協約においては，内部労働市場に関わる制度的側面での基本的
枠組みは変化しなかったものの，人材管理の運用面で会社は組合に譲歩を強い
られたこと，しかもそれが企業活動のグローパル化を組合側にいわば逆手に取
られる形でなされたこと，さらには約2週間のストライキによって会社側の損
害は日本円にして約8億円にものぼったことなど，会社債ljは以降の組合対策に
少なからず危機意識を持ったと思われる。
(3) 2002年労働協約改訂結果
以上の様な90年代におけるUPS－チームスター労組問のやりとりを経て， 2002
年の全国協約の改訂期を迎えた。ところでこの2002年の協約改訂交渉において，
チームスター労組の執行部は，前述の様に再び以前の「守旧派J体制に戻って
いたことにふれる必要がある。「守旧派Jという言い方は， 1991年の役員選挙
において！日「守旧派」を破って執行部につき，そして今回再び役員選挙で敗退
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した「改革派」の言葉であって，必ずしも筆者がその言葉が持つイメージを共
有する訳ではないが，それにしても組合の会社に対する姿勢，組合運営の姿勢
が一定程度旧体制に戻った印象は否めない。
この「守旧派」チームスター労組とUPSの交渉は，当初けっして順調ではな
かったが，結局旧協約の期限切れの2週間前（7月16日）に妥結している。チー
ムスター労組の説明による主な合意内容は次の通りである刷。
①協約期間を6年間とする（旧協約は5年間，その前は3年間）。
②フルタイム従業員の時給を6年間で5ドル賃上げする。
③新しい生計費調整（COLA）制度を導入する。
④協約期間中 3 ドル75~ンの健康保険，福祉手当，年金各掛け金の増。
⑤パートタイム従業員の時給1ドルのキャッチアップ増， 6年間で6ドル増。
⑥1万人分の新たなフルタイムの職務の創出（ 3年目， 4年目， 5年目， 6
年目に各2,500づっ）。
⑦新入パートタイム従業員の90日後賃金の時給50tンアップ。
＠パートタイム従業員年金額の増額。
⑨第1期長期障害者プランの設定。
⑮下請けの削減による 1万以上のチームスター労組関連会社に関わる仕事の
創出，それらはこれまで組合と関わらない職務であることの組合による承
認。
⑪チームスター労組の交渉単位の仕事を予約するよう会社から働きかけるこ
と。
以上でほぼ合意内容を網羅していると思われるが，これについてチームスター
労組は「UPS史上最高水準の賃金と諸手当，雇用保障」というように協約内容
に高い評価を与えている｛制。
他方改革派は，若干の批判的コメントを表明している。このコメントを簡単
に紹介することによって，合意の内容は一層クリアになるものと思われる。す
なわち，
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①6年協約は長すぎる。長い協約期聞は，職場問題に関する組合の迅速な対
応を困難にする。
②フルタイムとパートタイムの賃金格差が，温存ないしは拡大される。現在
パートタイムで就労している従業員の賃上げはなされているが，新入パー
トタイム従業員の賃上げは90日後の50γ増しか規定されていない。パート
タイム従業員は元来移動が激しく，勤務の経過に伴う賃上げは意味がない。
初任給の引き上げこそが重要である。
③1万のフルタイム職務の創出は．協約締結の2年後からである。その聞は
フルタイム職務の創出はないことになる。
④新協約付則には， UPSの関連会社がそのUPSの設備の稼働のために新たに
従業員を雇用をすることを禁止しているが，その関連会社が外注に出すこ
とは禁止していない。これは， UPSの業務の実質的な外注化を認めるもの
である。
以上が改革派のコメントである（制。要するにフルタイムとパートタイムの賃
金格差の温存ないしは拡大の可能性，そして労働力の外注化の拡大への警戒感
を示している。
他方マスコミは，フルタイム従業員の賃上げやI万人のパートタイム労働者
のフルタイムへの転換等を取り上げて，「組合の勝利Jとするなど組合に対し
て比較的好意的なコメントを行っている問。
そうしたマスコミによる一連のコメントの中で，最も的を得ていると思われ
るのは，ピジネスウィーク誌及びウオールストリートジャーナルのコメントで
あろう。すなわち前者では「UPSはパートタイマーのためにデリパリーをして
いる訳ではないjという見出しを載せ，サブタイトルでは「チームスターとの
今後の6年間は，後退する経済のもとで経営側が再び優位につくことを示して
いる」としている。そのうえでまず「23万UPSチームスター労組組合員の57%
を占めるパートタイム従業員への高い信頼感が協約を語る際のポイントである」
と述べ，「1990年代後半の低失業率がパートタイム労働のゆるやかな成長の時
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代を終わらせ，高収入のフルタイムの仕事を手にいれることを可能にした。し
かし現在失業率は6%にせまろうとし，それは経営者に再び主導権を握らせ，
非自発的パートタイマーに時給の低下をもたらしている。・・・バブル経済の
終罵は経営者をして，その中心的な労働力を拡大させることに慎重にさせてい
るjと指摘している。つまり前回の協約改訂がなされた97年と今回の2002年で
は経済環境は大きく変わっており，再び労働力としてのパートタイマーへの依
存を強めざるを得ないし，そのことを見越しての今回の協約改訂であった，と
いうのである。そしてパートタイム従業員への信頼感とは，そうした経済状況
のもとでは移動の激しいパートタイム従業員といえども，仕事への取り組み姿
勢はフルタイム従業員と差のないものであり，それへの信頼である，としてい
る倒。またウオールストリートジャーナルでは「UPSは譲ったものも多かった
が，最も欲しいものを得た。すなわち長期に亘る労使関係の平和の確保であ
る」捌と述べている。
なお93年協約， 97年協約において基本的にその枠組みが維持されてきた職務
の移動，内部昇進等の規定は，今回の協約改訂においてもほとんど変化してい
ない。
(4) 2002年労働協約改訂と内部労働市場
さて以上みてきたような全国協約の改正をめぐる交渉結果，そしてマスコミ
によるコメントから， 90年協約から10年を経過した今日におけるUPSの現場職
域の内部労働市場の姿が浮かび上がってくる。
まず賃金に関してであるが，パートタイム従業員とフルタイム従業員の賃金
格差は，必ずしも制度的に確定されたものではないものの，パートタイム従業
員の移動が依然として激しいもとでのパートタイム従業員の初任給の実質的凍
結によって，平均賃金の格差拡大に結びつく可能性が高い。そしてその中にあっ
て，非自発的パートタイマーが賃金上昇を求めるには，より長期にわたる勤続
へ向かわざるを得ない。にもかかわらず2年間のフルタイム職務の拡大の凍結
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は，長期勤続を志向するパートタイム従業員の雇用の不安定性を強めることに
なろう。しかしそのもとにあって，パートタイム従業員の年金水準の改善はパー
トタイム従業員の長期勤続を促すものとなろう。
こうしてUPSの現場職域におけるパートタイム従業員の処遇のあり方に関し
て，その意図は明瞭である。それは一言でいえば，人件費コストの削減を進め
つつ，しかしフルタイムを目指しての一定の勤続と競争を促すことによる労働
の質の確保である。
次にフルタイム従業員についてであるが，先の賃金面の改善に加えて，健康
保険，年金の改善もなされている。これらのことによって長期勤続とフルタイ
ムの勤務を志向するパートタイム従業員にとっては，フルタイムの職務はさら
に魅力のある仕事ということになったように思える。
なおパートタイムからフルタイムへの移動に関わる諸制度は，既にみてきた
ところであり，それは2002年協約でも基本的に変化していない。そうした中で
パートタイム，フルタイムにかかわらずスーパーパイザーへの昇進が，内部登
用で行われていることにもふれておく必要があろう。すなわちUPS本社のホー
ムページのキャリアコーナーでは， UPS本社における従業員リクルート活動の
紹介がなされているが，その中ではパートタイム，フルタイムに関わらず，スー
パーパイザーの募集が行われていること，そこでの採用の方針（Promotion
Policy）が内部登用（Promotionfrom Within）によることが明記されてい
る。
筆者によるUPS本社人材部門（HumanResources Department）への問い
合わせ（2003年6月）では，こうした内部登用は以前から行われていたUPSの
方針である，との事であった。要するに内部登用は，既に検討してきた点と合
わせ， UPSにおいてパートタイム，フルタイム スーパーパイザーを通じてな
される人材育成の基本方針であり，それは今日においても変わりがないことが
明らかである。
こうしてUPSの現場職域における内部労働市場は，この10年間についてみれ
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ば，その時々の経済状況の変化労使関係の変化などによって多少とも揺り動
かされつつも，趨勢としてはその基本的枠組みは維持された。そして2002年の
協約改訂では， 97年協約で生じた部分的ではあれ内部労働市場の弛緩傾向から，
むしろ求心性を高め，より競争的な内部労働市場を形成する方向で合意が図ら
れたといってよい。
と同時に今日のUPSの現場職域の内部労働市場は，上記の様に維持，強化だ
けではない新たな側面を持ちつつあることにもふれる必要がある。すなわち，
先に若干ふれた業務の一部外注化の動きである。この外注化はフィーダードラ
イパ一部門で生じているもので， UPSの下請け企業， UPSロジスティックス
（チームスター労組未組織）が業務を受託し， UPSの自動車を含む設備を非組
合員が運転・操作しているものである。こうした外注化に関しては，チームス
ター労組自体は全く言及していない。それに対し，組合内改革派はUPSロジス
チイツクスの業務取り扱い量が急増し それに伴って組合員であるフィーダー
ドライパーの仕事が減る傾向にあることに危機感を持つべきであるとして，チー
ムスター労組執行部を批判している（制。
ここに示されているのは 内部労働市場が外部労働市場の侵食を受けつつあ
るという事実である。ただそうした浸食がUPSのフィーダードライパ一部門に
限定されている，という点にも目を向ける必要はあろう。フィーダードライパー
は集荷された荷物をセンターからセンターへ移動させるという仕事であり，例
えばパッケージドライパーのように顧客を回って集荷し，顧客に配送するといっ
たように，顧客と日々接する仕事という訳ではない。つまりフィーダードライ
パーの仕事はきわめて定型的であり，これに対しパッケージドライパーの業務
は，集荷，配達ともにその方法が地域事情の習熟とともに訓練されている必要
がある。この仕事の難しさの違いが，フィーダードライパーの外注化に結びつ
いている面が否定できない。
しかしそれにしても，フィーダードライパーの外注化は， UPSの現場職域に
おける内部労働市場の範囲を狭め，市場内で選択できる職務の範囲が限定的に
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なる。そうした中でUPSの従業員，とりわけパートタイム従業員がより安定的
な雇用を求めるとすれば，フルタイム職務へ向けての長期勤続と競争のもとで
働かねばならない。しかもそのことが今後6年間固定的に推移することになっ
てしまった。チームスター労組は，組合員が長期にEって競争に巻き込まれる
ことに無自覚であるというのが，改革派の主張であった。
むすび
以上，本稿ではUPS－チームスター労組問で1990年から2002年までに締結さ
れた労働協約を事例として．現場職域の内部労働市場に着目して，その変容と
労働組合のかかわりをみてきた。
そこでの組合の立場は，必ずしも一定ではない。なぜなら組合がいわゆる
「守旧派」であるか改革派であるかによって，その対応、が異なったからである。
90年代前半，チームスター労組は改革派が主導権を握った。改革派は，ピジネ
スユニオニズムと組合官僚制を批判し，会社に対しては対抗的姿勢を強めた。
その結果，妥結した協約はどちらかといえば企業内の従業員聞の競争を緩和さ
せる一方，年金の充実などによって従業員の長期勤続の志向性は強まったと思
われる。しかし再度「守旧派」が執行部の主導権を握った2002年の協約改訂は，
従業員聞の競争を活発化させ，それによって企業への求心性を高め，企業業績
の安定化を図る方向にシフトしているように思える。
その中にあって，従業員・組合員は如何なる職場生活を送ってきたのであろ
うか。もちろんその詳細をここで述べる余裕はないが， 2つの典型的な事例を
示しておこう。第1は，先のビジネスウィーク誌が紹介している30歳のパート
タイム従業員の例である。彼はレッドモンドのUPSのハブでパートタイムのソー
ターの仕事をしている。既に8年間フルタイムの空席ができるのを待ち続けて
いる。「アメリカのほとんどのパートタイマーは，彼がそこで得ている時給15
ドル10セントと付加給付，そして有給休暇をうらやましく思うだろう。しかし
30歳でチームスター労組の職場委員をしている彼は，もしこの間彼がフルタイ
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ムで仕事をしていたら時給20ドル以上になっていたはずであり，‘だからフル
タイムになりたいんだけど，もう疲れたよ’と不満とあきらめの気持ちをもら
すのであるJ(31)。ここではそれなりに勤続を積み重ねれば，パートタイム従業
員でも相対的には優位な処遇が得られるものの，容易にはフルタイムの職務へ
は移行できないUPSの内部労働市場でのパートタイム従業員の世界を描いてい
る。
いま一つの例は， UPS本社ホームページのキャリアコーナーで紹介されてい
る，現国際セキュリティ担当の副社長をしているケン・リー（KenLee）の事
例である。彼は， 1971年に大学生のパートタイム従業員としてUPSの仕事に就
いた。それから彼はUPSにおいてフルタイムのプロフェッショナルキャリアの
道を歩み， 30年後には今日の副社長の地位についている。 UPSホームページの
キャリアコーナーでは，彼を指して「UPSが，従業員に対して平等な昇進機会
を与えている一例であるJ（耐とコメントしている。
この2つの例は，内部労働市場が競争的な色合い強める中での，従業員の姿
を端的に表している様に思える。結局，より厳しさを増す企業間競争の下で，
チームスター労組組合員は，それに積極的に対応しようとする組合執行部を選
択し，執行部はより競争的な職場の雇用と処遇の諸制度，すなわち競争的な内
部労働市場を形成することで会社側と合意した。個々の従業員は，それらの諸
制度に適応していく限り，雇用は多様な形を取ってはいるものの（ある者は長
くパートを，ある者は副社長へ），何とか安泰である。もちろんその問に低い
先任権のもとでレイオフされるかもしれない。それは多分に運の問題でもある。
こうしてこの10年間についてみれば， 1997年の改革派執行部による職場規制
的関与を経るなど，少なからず曲折を伴いながらも，組合と多くの組合員・従
業員は，職場内の競争的な内部労働市場の形成を容認する方向に動いてきたと
いえよう。
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注(1) 有泉は例えばCappelli(1999）が紹介している「雇用契約の変化Jなどを取り上げているが，
衰退を「最も明瞭に示すのは.90年代の好況の中で，続くダウンサイジングである」（2001,
79頁）としている。確かにダウンサイジングによって失業に追い込まれた労働者は多いが．
それと内部労働市場の衰退がどのように結びっくのかは明らかではない。
(2) 内部労働市場の概念に関しては，野村（2003）がとりわけ日本への導入をめぐって問題提
起している。本稿はその主張を必ずしも念頭においている訳ではないが，あえて言えばアメ
リカにおける内部労働市場の有り様をできるだけ実証的に明らかにすることで，内部労働市
場（論）への1つの視点を提示できるのではないかと考えている。
(3) この間締結された協約は， 90年協約， 93年協約， 97年協約， 2002年協約の4つの協約であ
る。
(4) その詳細については， GregoryMantsios(l998) （戸塚秀夫監訳 2001.第2部）を参照。
(5) 90年協約第2条による。
(6）以上のデータは『日本経済新聞J.2003年1月6日．朝刊による。
(7）前掲日本経済新聞による。
(8) UPSホームページ（http://www.ups.co"m.asia/jp/about八Jpsstory.html2003年6月23
日）による。
（則前掲UPSホ｝ムページより。
附 こうした熟練のための訓練マニュアルは，それが企業特殊的技能であるゆえに外部非公表
の場合が多い。ちなみに f組立Jは郵政公社における配達のための「道瓶組立」の略で，こ
の組立ができるためには，地域事情を熟知していることを示す「通区」ができなくてはなら
ない。何区「通区」できるかが，当該労働者の配達能力を示す。また例えば日本の宅配便産
業の草分けであるヤマト運輸（株）では一人前の集荷・配達ができるようになるまでには 1
年かかるとされ（小倉昌男， 2003,279貰）．また集荷・配達を行うSD（セー ルスドライパー ）
は，そうした経験が必要であるが故に，雇用形態は正規従業員である（土屋直樹， 1999）。
(Il) 2001年の組合員数とコメントは堀田芳朗（2003,253頁）による。 2003年の組合員数はチー
ムスター労組のホームページ（http://www.teamster.oeg／筑泊3年1月23日）による。
同チームスター労組のホームページ上の‘AboutOur Divisin' 
(http://www.teamster.org/division/parcel/about.htm 2003年8月M日）による。
同前掲チームスター労組のホームページ（2003年6月24日）による。
凶例えば小池 (1鈎1）及び高木（2002，特に第4章）を参照。
伺坂（1995）を参照。
。 なお後にもふれる様に97年の協約改訂時には，この年金制度に関して会社側が企業合同か
らの離脱を図ったのに対し，組合側は年金基金運用へのUPSの支配権が強化されるとして
強く反対し，その要求は実現している。このあたりは組合の年金への強い関心が感じられる
ところである。
間 TheNewYork Times Company (1996) （矢作弘訳.1鈎6，特に第1章および第2章）
に詳しい。
同 この先任権（概念）のいわば重層性・複雑性は，アメリカの自動車産業における先任権の
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歴史的形成過程を研究した篠原（2003，第5章および第6章）においても指摘されている。
(19) 内部労働市場の賃金制度として．しばしば年功的賃金制度が指摘される（例えば小池和夫，
1999など）。しかしUPSの場合でみれば，それは毎年の一律の賃金上昇と内部登用に伴う職
務の移動等による賃金上昇なのであって，日本の定昇制度のように給与表上の年齢上昇に伴
う賃金上昇とは異なる。
側宮本光晴の指摘に従うなら，内部労働市場には2つの側面がある。つまり lつは「雇用の
『入り口1を決め，職務を固定化し， f計画』をもって仕事に配置するj側面で，どちらかと
いえば雇用保障的性格を有する。いま 1つは「仕事の配分や昇進をめぐる個人間の競争」を
『調整jする側面である（宮本光晴， 1991,41頁）。有泉の内部労働市場理解は，前者に過度
に引き寄せられているようにJ思える。
白1) この聞の経緯については，秋元（1998）を参照。
同 97年ストライキの経緯については，ジョン・ルッソー，アンデイ・パンクス (1999）が詳
細に紹介しており，興味深い。
同相津興一 (1999）や秋元 (1998）を参照。
凶チームスター労組ホームページ（http://www.句amster.org/2003年10月15日）による。
同前掲チームスタ｝労組ホームページ（2002年8月24日）。
白骨 TDU(Teamsters for a Democratic Union）のホームページ（http://www.tdu.org
/ups 2002年8月24日）より。
制例えば＇ TheNewYork Times，及び‘WallStreet Jamal’のともに2002年7月17日付新
問。前者では「25%の賃金増， 1万人のパートタイム職のフルタイムへの転換，このことは
囲内の他の如何なる民間セクターの組合協約よりも多くの組合員をカバーする今回の協約で
の組合の勝利であるJと述べ，後者ではヘッドラインに「ホツ 77UPS協約に勝利すjとい
う文章を掲げ．「61歳の，偉大な労働運動リーダーの息子，ホッファは．巨大パッケージ会
社UPSとの5ヶ月間のショーで偉大な勝利者として立ち現れた。協約の詳細が明らかにな
るにつれ，チームスターはこれまで会社から得てきた中で最も豊かな協約を得たことが明ら
かになっているJとしている。
同‘BusinessWeek', 2002, july17より。
同‘WallStreet Jamal', 2002, julyl7より。
同前掲TDUホ｝ムベ｝ジより。フィーダードライパー職務の外注化と同様の事態は，日本
の郵政公社における地域間輸送の中継局である区分局聞の郵便物輸送をめぐって生じている。
郵政公社の外注化は特定の企業に外注するのではなく入札によっているが，それによってかつ
て郵政の労働組合（全逓）が組織化していた（株）日本郵便逓送は一部の職場を失っている
（『全逓新聞J2003年第16号通巻2429号より）。
同前掲‘BusinessWeek', 2002, julyl7より。
同前掲UPSホームページ（2003年6月24日）より。
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